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生活支援コーディネーターの最初の一歩は？

１. まずは、地域に出かけて、暮らしの中から
「ナチュラルな資源」に気づこう。

【「地域づくりの木」を参照】

※「ナチュラルな資源」とは、「日々の暮らしに溶け込んだ形の自然な

つながり」などを意味する。

※ コーディネーターにも行政担当者にも住民にも、

生活支援体制整備や総合事業に取り組むハードルを下げ、

地域づくりは5年10年15年という長期的視点が必要なことを
意識してもらうことから始める。





2013.9.10 石巻市 南境・開成応急仮設団地
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何歳になっても「秘密基地」や「居酒屋」のような
場所で、男だけが気楽でいい(2007.5）









そのほか

〇ラジオ体操+ミニ茶話会 ←運動教室付きサロン
⇒「行かないと心配されるので休めない」

〇喫茶店が高齢者のたまり場に ←有料・有償の喫茶店サロン
⇒「2日連続で来ないと、客仲間が心配で大騒ぎになる」

〇冬場は牡蠣剥きで忙しい ←牡蠣剥きサロン
⇒「この時期、作業中は笑いっぱなしで、顎が痛くなる」

〇伝統のお祭りがコミュニティの結束に

←小学校区の人口の8割がマンションの住民
⇒「祇園祭で新旧住民の関係性が維持されている」

〇サロンで出会い、お互いのお宅を行き来する

←都市でも農村でも、高齢になるとご近所との関係が希薄に
⇒「ご近所で訪ね合える関係の、紡ぎ直し」



生活支援コーディネーターの最初の一歩は？

２. 「ナチュラルな資源」は、「芋づる」のように連なって
見えて来る。

「ないモノ探し」よりも「あるモノ探し」

地域に交ぜてもらう

地域のニーズも見えてくる

地域は、想像以上に『資源の宝庫』

住民のつながりが「生活支援」になっている



週1回のサロン参加者から見えた「芋づる式」
（福島県郡山市／人口338,712人・高齢化率20.32％／2010国調）

〇週１回のボランティアによるサロン

↓
〇ＮＨＫ放送局前のラジオ体操（365日型）
↓

〇ラジオ体操＆歩こう会（365日型）→アルコール会（年数回）
↓

〇コンビニでのお茶会（365日型）→廃業したスナック兼自宅での
集いの場（月2～3回）

↓ ↑
↓ 〇震災で転居後も、自動車で参加（365日型）
〇民間分譲マンションで自主的な常設のサロンの開設・運営
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生活支援コーディネーターの最初の一歩は？

３．「ナチュラルな資源」を活性化させる

「地域のプロ」を見つける。

※「地域のプロ」とは、「ナチュラルな資源」が日常の暮らしを豊かに

し、またそれが、近所での気に掛け合いや困った際の支え合いに

結びつくことを意識化して行動している人のこと。

※ 住民のほか、その地域をエリアに活動している商店や移動販売

などの中にも、「地域のプロ」に値する人が存在する。

※「地域のプロ」の中から、「生活支援コーディネーター（地域支え合い

推進員）」を選任することもある。





生活支援コーディネーターの最初の一歩は？

４.見つけた資源の「見える化」を！
資源・活動の意義の共有

住民のモチベーションを支える寄り添い支援

波及効果







2016.3.17 郡山市民文化センター



生活支援コーディネーターの最初の一歩は？

５.生活支援コーディネーターはつながりづくりを！
活動のネットワークや地域団体

行政を含む専門職

市町村内外のコーディネーター

※つながりづくりが、協議体の基盤になっていく



2016.5.28長野県上伊那地区・生活支援コーディネーター情報交換会



生活支援コーディネーターと協議体の
多様性を支援

〇 各市町村が考え、関係者と協議しながら進めている

コーディネーターと協議体は、たとえどんな形で

進めることになっても、それが地域特性

〇 地域特性を活かして進めて行けば、

必ず先は見えてくるが、そのための支援体制が必要



多様な生活支援ＣＯの配置と協議体の設置①

〇多賀城市（宮城県）人口62,177人（2016.3末現在）
第1層 ＣＯ／配置なし 協議体設置（委員11人）
第2層 ＣＯ／3包括に各1人設置 協議体設置

第2層エリアの複数行政区単位に地域ネットワーク会議を設置

〇岩沼市（宮城県）人口44,242人（2016.3末現在）
第1層 ＣＯ／市行政に1人配置 協議体設置

第2層 ＣＯ／4包括に各1人配置 協議体設置

〇川崎町（宮城県）人口9,186人（2016.3末現在）
第1層 ＣＯ／配置なし 協議体未設置

第2層 ＣＯ／第3層ＣＯから25人を委嘱 協議体設置

第3層 ＣＯ／住民から250人設置



多様な生活支援ＣＯの配置と協議体の設置②

〇昭和村（福島県）人口1,334人（2016年9月1日現在）

第1層 ＣＯ／村社協に常勤1人、地域づくりＮＰＯに常勤1人、
村外中間支援団体に非常勤1人配置

協議体未設置

〇宮田村（長野県）人口9,149人（ 2016年9月1日現在）
第1層 ＣＯ／村社協に常勤1人、村行政に担当常勤1人配置
協議体設置（委員57人）

〇その他
・ＣＯ／第1層、第2層ともに、市町村社協に配置
・ＣＯ／第1層に複数配置して、当面は第2層までをカバーする設置
・ＣＯ／第2層を小学校区やまちづくり協議会のエリアで配置



宮城県の市町村支援体制①

① 被災者支援の経験を活かし、県レベル協議体

（宮城県地域支え合い・生活支援推進連絡会議）の

設置

② 運営委員会が主体となって、個別市町村の

ヒアリング、圏域情報交換会、アドバイザー派遣、

養成研修、情報紙発刊

③ 市町村に寄り添えるよう事務局を設置して、

運営委員会とアドバイザー、県と事務局が

一体になって支援



宮城県の市町村支援体制②

④ 「生活支援コーディネーターを孤立させない」を

念頭に、研修の対象は、コーディネーターのほか、

ア.受託法人の管理者や専門職、
イ.一緒に協働する住民や専門職、
ウ.行政の担当者などで、
チームで受講を推奨

⑤ 住民から選任されたコーディネーターや、個別支援

の専門職から選任されたコーディネーターが

理解しやすいよう、多様な研修を用意






